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パフォーマンスを上昇させるが，その成果は時間の経過にともなって一般に逓減することを示し
ている。半導体TfTf’上の屈曲点T。は，この軌道上の技術変化を表し，　T。T、は，この技術
変化において淘汰されることになる代替的フロンティアである。1・，」2，j3，　j5は，それぞれTb
Tb’軌道上からTfT〆軌道上への模倣によるジャンプ，また，1・は代替的軌道T，T、からのジ
ャンプであり，技術収束の過程である。t・，　t2，　t・，　t5は，それぞれフロンティアへの収束時点
を表す。屈曲点T。の技術変化は，模倣によるジャンプj・，j2が発生したことにより，知識ベー
スが相対的に大きい先行企業がさらなるイノベーションを導入し，非対称性を創出したことを表
している。
　技術軌道の形状はその産業に固有の技術的外部性の性質に依存する。たとえば，メモリー・チ
ップのようにダイナミックな規模の経済性が存在するような産業の場合には，製品の価格が急激
に低下することによってθの逓減を遅らせるとともに，高集積化によるフロンティアのジャンプ
が頻繁に発生するだろう（長期的には右上がりの直線に近似）。また，そのような急激なジャン
プは，必ずしも産業内生的ではない。たとえぽ，高集積化によるジャンプは，資本財生産におい
ては空間的近接性の高いユーザーと生産者の共同技術開発が一般的なので，技術的に相互補完関
係にある半導体製造機械や半導体材料関連の産業パフォーマンスを高めることになる。
　このようなシュンペーター的競争を競争秩序とする産業の組織化においては，しぼしば，その
序列が固定的となる。それは，イノベーションを早期に導入した企業（リーダー企業）ほど，知
識ベースをより早急に形成する可能性が高いからである。それを模倣するフォロワーは，いわば
「動く標的」を狙うことになる。このことは，この産業の要素市場や製品市場との関係性の早期
の形成によって補完される。すなわち，リーダー企業は，しばしば，その収益性と無関係に技術
リーダーとしての社会的評価を掌中にし，プラソドの確立や早期の市場確保，もっとも革新的な
中間財供給者との早期の関係性構築，あるいは質のよい人的資源の利用可能性というリーダーの
外部性を享受できる。このような外部性とイノベーションの果実としての独占レソトの合計と，
R＆D支出にイノベーションに伴うリスクを加えたもののバランスに関する一定の認識がその産
業において確立されると，そこにリーダーとフォロワーの関係性が構築されることになる。
　さらに，とりわけ最終製品部門では，フォ1・iワー同士でも製品差別化を通じて関係性が形成さ
れる可能性がある。たとえば，2番手企業がリーダーの製品との類似性が高い，すなわち，代替
の弾力性が非常に高い製品を供給する戦略をとり，3番手企業が反対に製品開発コンセプトにお
いて弾力性の低い製品を供給する戦略を採用するような場合である。たとえば，IBMに対する
アップルの戦略は，DOSマシンに「取り残された人々（rest　of　us）」をターゲ』ットとする製品
差別化戦略であった。このような序列化によって誘導された差別化戦略は，先のIBMとアップ
ルの関係にあるように，むしろシュンペーター的競争圧力を高める方向性を持つことが多い20）。
このような差別化に成功したフォロワーは，そのユニークな地位による新たな外部性を享受する
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3．　産業政策の国際協調に関する若干の所策的含意
　3・1　グ目一バルな産業組織における4つのパターーン
　2・3で述べたような「シュンペーター的競争秩序における序列に誘導された関係性の形成」
が観察されるような産業は，（1＞その知識ベースの拡大が急速であるがゆえ序列が固定化しやすく
（典型的には，マイクロエレクトロニクス・ディバイス産業），②その知識ベースの規模や範囲
の大きさ，あるいは柔軟性の結果として多様な製品差別化戦略をとりやすい（典型的には，コン
ピューター産業や自動車産業）。また，このような産業には，（a）規模の経済性が重要な位置を占
める場合（RAM等のマイクロエレクトロニクス・ディ・ミイスや大衆車等）と，（b）規模の経済性
があまり重要な役割をはたさない場合（カスタマイズされたマイクロエレクトロニクス・ディバ
イスや高級車，多くの電子資本財，ロボット，コンピューター，ソフトウエア等）がある。
　ここで，ほ）一（a）の産業部門は，ダイナミックな規模の経済性に強く規定される。このような部
門としてはRAMや新素材が典型的であり，技術軌道は直線的でその傾きは急である。ここでの
リーダー企業は，その技術開発力の優位性以外に，リスクの高いR＆D投資やR＆Dと同時進行
的な設備投資を行なう必要があるため，強力な資本力と新製晶のシェアを急激に拡大するための
販売的経営資源を豊富に持っている。また，フォロワーも，このようなリーダーと類似した企業
組織特性を持つ。また，この部門では，「棲み分け」は相対的に弱く，それゆえ，退出の社会的
機会費用が強く意識される。
　これに対して，②一（a）の産業部門は，規模の経済性とともに範囲の経済性が強く作用する部門
である。このような産業部門としては，パーソナル・コンピューターのアーキテクチャーや汎用
工作機械，大衆車，複写機等に典型的であり，技術軌道の傾きは比較的緩やかであり，ジャンプ
はそれほど特長的ではない。これらの産業におけるジャンプは，これらに部品を供給する他産業
（とりわけ，マイクμエレクトロニクス・ディバイス等）のジャンプに誘導されることが多い
（たとえば，CPUの性能向上が，パーソナル・コンピューターのアーキテクトを変更する）。こ
の部門は，要素市場（部晶供給者）や製品市場（消費者）との関係性が強く，経営の垂直統合や
提携関係，また，ブランド選好が典型的である。この部門における「棲み分け」構造は，製晶差
別化により相対的に強いが，一般にマーシャル的な外部性が強いと考えられることや，共同体的
な価値産業とみなされることが多いため，相対的に大きな社会的退出障壁が存在し，しばしぼ，
貿易摩擦の火種となる。
　（1）一（b）の産業部門は，技術的補足性，技術上の相互補完性，情報フロー，共同インフラストラ
クチュア等の技術的外部性に強く規定される21）。このような産業部門としては，カスタム・チッ
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プ，バイオテクノロジー，カスタム・ユースの工作機械に典型的であり，技術軌道の傾きは総じ
て急である。（1）一（a）や（1）一（a）の産業部門が，企業内R＆Dに大きく依存するのに対して，ここで
は，むしろ，企業外R＆D（他企業や国・地域の研究インフラストラクチュア）に依存すること
が多い。また，この部門では，他部門の企業との技術的，非技術的な関係性が相対的に強い。こ
の部門では，戦略的な製品差別化による「棲み分け」構造は相対的に弱く，特定の要素技術によ
る技術的差別化が特長的である。
表1動態的競争秩序における産業組織パターンの試論二分類
??
…??
?????????
典型的な産業
組織化を特長
づける外部性
技術軌道の形
状
「楼み分け」
の強さとパタ
ーン
企業の組織的
特長
他部門企業と
の関係性
製品市場との
関係性
R＆Dの特長
（IF（a）
RAM，新素材等
ダイナミックな規模
の経済性
直線的でその傾きは
急，ジャンプは大き
し・
相対的に弱い
リーダーは強力な資
本力と豊富な販売的
経営資源，フォロワ
ーもリーダーと類似
他部門，とりわけ，
②一（a）や（1）《b）との垂
直統合が見られる
が，関係性は相対的
に小さい
製品市場からのシグ
ナルが相対的に強く
影響するが，関係性
は相対的に小さい
基礎研究を含む大規
模な企業内R＆D
（2）一（a）
パーソナル。コンピ
ューターのアーキテ
クチャー一，汎用工作
機械，大衆車，複写
機等
範囲の経済性
緩やか，部品を供給
する他産業のジャン
プに誘導される
製品差別化により相
対的に強い
企業組織における
国。地域に固有の制
度的制約が相対的に
強い
垂直統合や提携関係
が典型的，関係性形
成のインセンティブ
が強い
リーダーもフォロワ
ーも，ブランドカに
引く制約される
製品開発を中心とし
た企業内R＆D
（1F（b）
カスタム・チップ，
バイオテクノロジ
ー，カスタム。ユー
スの工作機械等
技術的補足性，技術
上の相互補完性，情
報フロー，共同イン
フラストラクチュア
等
ジャンプは小さいが
頻繁で，技術軌道は
相対的に急
技術的差別化により
相対的に強い
他部門企業の一部で
あったり，小規模企
業が多い
垂直統合や系列化さ
れることが多いが，
経営体としては相対
的に独立性が高い
ユーザーとの関係性
は強いが，ブランド
カの制約は小さい
外部的R＆Dへの依
存度が相対的に強い
（2）一（b）
コンピュータtw・ソ
フトウエア，高級車?
産業集積，企業者精
神，雰：囲気創出的な
外部効果
緩やか，ジャンプは
小さい
最も典型的
企業規模は総じて小
さいが，独立性が高
し・
相対的に小さい
ブランドカに非常に
強く制約される
R＆D部門は小さい
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　これに対して，（2）一（b）の産業部門は，空間的な産業集積といった非技術的外部性や企業者精神
によって強く影響を受ける。このような産業部門としては，コンピューター・ソフトウエア，高
級車が典型的である。技術軌道の傾きは総じて緩やかであり，ジャンプは小さい。（1）一（b）部門の
産業が，他部門企業に組織的に統合されていたり，強い関係性を持つのに対して，この部門で
は，他部門企業との関係性は相対的に小さい。そうして，「棲み分け」構造はもっとも典型的で
ある。
　表1は，以上のような試論的な産業の組織化プロセスのパターンを整理したものである。ここ
では，グローバルな産業組織を考察するため，産業に固有の技術的状況が産業の組織化プロセス
に及ぼす影響を見た。それらは主として，それぞれの産業部門の「技術軌道の形状」や「組織化
を特長づける外部性」に強く表され，それぞれの国・地域に固有の制度的文脈が強く作用すると
考えられる「企業の組織的特長」や「他部門企業との関係性」，「製品市場との関係性」について
は相対的に弱く表されている。しかしながら，共通基盤技術が転換しているような時期（テク
ノ・エコノミック・パラダイムの転換期）には，国・地域に固有の制度的文脈よりも，産業に固
有の技術的状況が「企業の組織的特長」や「他部門企業との関係性」，「製品市場との関係性」に
ついても，相対的に強い影響を及ぼすと考えられる。
　3・2　産業政策の国際協調に関する若干の政策的含意
　兼光は，公共財生産を促進するための幼稚産業保護というジョンソンの視点22）に対して，動態
的外部性を開発するための価値産業保護の視点を強調するとともに，その問題点として（1贋源配
分上の歪み，②一部の産業の利益だけが擁護されること，（3）保護貿易主義の勢力が強まることを
指摘した23）24）。しかしながら，現代における産業の組織化プロセスの多様性を考慮すると，ジョ
ンソンの視点が支持されるような部門もまた存在し，また，価値産業としての認知において，共
同体と国際社会で大きなギャップを生じるケースもある。さらに，保護の手段においても多様で
ある。以下では，これまでの分析から若干の政策的含意を導出する。
　まず，（1）一（b）の産業部門においては，科学ベースの技術が相対的に高いウエイトを占め，その
結果として開発に伴うリスクが非常に高くなる。それゆえ，このような産業がある国・地域で開
発されるためには，開発に伴う高いリスクがその共同体において産業構造的，あるいは経済構造
的に引受けられる必要がある。カスタム産業やシーズ産業，ニッチ産業の多くは技術開発におけ
るユーザーとの関係上，それに上方・下方に連関する産業部門に地理的に近接して立地する必要
があり，それら部門の企業との長期的取引が多くなる。それゆえ，当該部門は内部化，あるいは
系列化される可能性があるが，その利用知識が科学ベースであることは，技術知識の暗黙性を低
下，あるいは短命化することになる。したがって，内部化や系列化を行なおうとする企業が，対
象となる企業の暗黙性の程度で割り引いた知識ベースの価値と，引受けざるを得ないリスクのバ
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ラソスをどのように評価するかによってこの両部門の関係性が決定されることになる。
　このことは言い換えると，そのような産業が生産活動によって産み出す公共財としての知識
（公開性の高い知識）が大きいことを意味し，他部門企業が内部化や系列化によって当該産業の
リスクの一部を産業構i造上引受けることになる。このようなハイ・リスクの長期的投資を私企業
が行なうか否かは，適応行動のミックスに影響を及ぼす様々な制度的文脈に依存する。もし，それ
らが産業構造的に引受けられないような共同体の制度的文脈が存在するなら，そのような産業の
リスク引受は，ベンチャー資本や公共的な知識の生産（大学や試験場，あるいは公的な研究所），
あるいは共同体の生産設備（インキュベーター）によって経済構造的に遂行されざるをえないだ
ろう。このことは，このような産業が貿易管理を行なうことによって自生的に開発される可能性
が低いことを意味すると同時に，系列的な構造やコングロマリット，政府の産業・技術政策や科
学技術政策が正当であることを示唆している25）。しかしながら，このような（1）一（b）産業は，半導
体産業のように，しばしぼ（2）一（b）産業に転換していくので，それを前提とした政策が採られる必
要がある。わが国のR＆D支出に占める政府負担の異様な低さは，（1）一（b）部門が当初より民間で
育成されてきたことの反映であろう。その反対に，他のOECD諸国においては，その部門が公
共的に育成されてきたことを示している。後者の場合，（止（b）企業の（1）一（a）企業化が自生的に生じ
ることは困難であり，それを促す適当な政策が採られなかった点（政府の失敗）に，量産タイプ
の半導体をはじめとする摩擦が生じる原因があると考えられる。
　次に，（2）一（b）の産業部門は，それらに固有の技術知識の暗黙性が一般的に低く，技術的参入障
壁の小さい産業部門である。このような産業は，その生産活動によって公共財的な知識を生産し
ていることになるが，競争力に関係する決定的に重要な知識は，組織的にではなく人的に体化さ
れていることが多く，その知識生産もまた人的に遂行されることが多いため潜在的な参入可能性
が高い，しかしながら，このような産業における序列は，社会的に確立された信用（ブランド）
に強く制約されるため，企業は「棲み分け」への非常に強いインセンティブをもつ，したがって，
このような部門に対する政府介入は，そのダイナミズム（「棲み分け」進化）を低下させる可能
性がある。日本語という特殊な障壁が関係しているものの，わが国におけるソフトウエア産業の
伸び悩みは，このような政府の失敗に因るところが大きいように思われる。
　これら2つの部門については，マクロ経済に及ぼす影響が小さいという点からは，価値産業と
して認知されることは比較的に少ないだろう。むしろ，国内・地域内産業の最適多様性の観点や
安全保障上の観点から価値産業とみなされることが多い26）。これに対して，（1）一（a）および（2）一（a）の
産業部門は，そのマクlt経済や産業構i造に及ぼす影響が大きいとみなされることから直感的に共
同体の価値産業として認知されやく，貿易摩擦の頻発する部門である。我々の仮説では，動態的
外部性が強い部門においては，企業はシュンペーター的適応が相対的に強い適応行動のミックス
を形成する。したがって，そのような動態的外部性は，企業に内部化される傾向をもつ27）。この
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ような動態的外部性の内部化は，ダイナミックな規模の経済性が強く作用する（1）一（a）部門におい
ては，企業内D＆D部門の肥大化とシェア獲得にもっとも適した競争形態，大量消費部門の垂直
統合や系列化を促進する。このことは，その制度的文脈から部品供給の系列的な企業関係を発展
させ，シェア獲得に適した競争の形態を政策的に形成していた特定の共同体一日本一の総合電気
企業にとっては，動態的外部性の内部化が比較的容易であったことを意味する。また，このこと
は，（1）一（b）の産業部門として半導体産業が組織化された共同体一アメリカーがダイナミックな規
模の経済性を容易に内部化しきれないことをも説明している。このようなケースは時限付きの貿
易制限が容認されうる唯一一の特殊なケースであろう。このようなケースにおいては，集約化によ
る（1）一（b）企業の（外部性を内部化できるという意味における）自立化が促進されることが望まし
い28）Q
　②《a）の産業部門は，範囲の経済性が強く作用する部門であり，その動態的外部性の内部化は
「棲み分け」によって達成される。このような産業部門においては，貿易管理は，国内・地域内
企業の「棲み分け」を遅らせるように作用し，シュンペーター的競争圧力を低下させることにな
り，国・地域の動態的競争力を弱め動態的外部性の開発をむしろ阻害する結果になるだろう29）。
　以上のように，産業の組織化プロセスにおける多様性は，動態的外部性の多様性の源泉である
と同時に，多様な政府の失敗の源泉となる。市場集中度は，企業の適応行動がリカード的適応に
近い世界では，あるいは，相対的に閉鎖された経済システムにおいては，市場構造の規定要因と
して適切であったかもしれない。しかしながら，多くの産業分野でシュンペーター的適応の占め
るウエイトが増大し，グローバルな経済システムを前提とせざるをえない現代の状況においては，
少なくとも政策的規範としては限定された利用可能性しかないと言わざるをえない。また，我々
が想定しているダイナミックな世界においては，企業の適応行動が，政策を含む制度的文脈によ
って強く規定され，その結果として，政府の失敗を生じやすいことにも注意を要する。しかしな
がら，前述したような政府の失敗は，しぼしば，事前に認識されることは少ない点において，政
策の柔軟な適応能力こそ高く評価されるべきであろう。この点において，「神の見えざる手」か
ら「人の見える手」への転換が起こっていると言えるかもしれない30）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
1）　Freeman（1987），　Kurth（1992）を参照。
2）　小宮等（1984），伊藤等（1988）を参照。
3）　OECD（1989）を参照。
4）　OECD（1989）pp．9－12を参照。
5）兼光（1991）pp．130－133を参照。
6）　ここでの産業組織はペイン以降の狭義の概念ではなく，むしろマーシャルの観念に近い。Marshall
　（1920）訳書第2分冊第8章～12章を参照。
7）Nelson　and　Winter（1982），　Dosi（1988　A）を参照。
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8）Aoki（1988）を参照。
9）　Dosi（1988　A）を参照。
10）　これが一定の方向に収束するかどうかはここでは問題ではない。
11）Hippel（1988）を参照。
12）　Freeman（1987）訳書pp．42－49を参照。
13）Freeman（1987），　Freeman（1988）を参照。
14）Freeman（1987）を参照。
15）　これはしばしば社会的退出障壁の影響を受ける。
16）　Dosi（1988　B）を参照。
17）面通基盤技術とテクノ・エコノミック・パラダイムの関係については，Freeman（1987）訳書pp，
　61一一98を参照。
18）　メタ・ルール形成の秩序（動態的秩序）については，新田（1991）を参照。
19）技術軌道については，Dosi（1988A），　Dosi　et　al，（1990）を参照。
20）一昨年のIBMとアップルの電撃的な提携関係締結は，このような「棲み分け」競争の建長上にある
　と考えられる。
21）　ドイツ南部のバーゲン・ヴュルテンベルク州においては，州政府の主導のもと産・学・官協調型の
　R＆Dネットワークが構築され，州の代表的産業である工作機械産業等に高い外部性を供与している。
　これは，バーデソ・モデルとしてECで高い評価を得ている。新田（1990）を参照。
22）　企業の投資・生産活動による結合生産物（あるいは副産物）としての新知識を公共財とし把握する視
　点。兼光（1991）pp．116－130を参照。
23）兼光（1991）pp．130－133を参照。
24）　シュンペーター的競争においては，その競争力の源泉となるような知識は，一般に暗黙性が高いため
　公共財とは言えないが，そのような競争プロセスが公共財的な知識の増大をもたらすことも事実であ
　る。
25）　日本のカスタム・チップ生産が統合型あるいは系列型に組織化されているのに対して，アメリカでは
　独立性の高いカスタム・チップ専業企業が多い。後者の場合，そのR＆D費用は軍需や宇宙関係の政府
　発注という形で財政的に支えられてきた面が強い。
26）　それゆえ，価値産業としての認知において，共同体と国際社会で大きなギャップを生じるケースと言
　えよう。
27）先の（1）一（b）の部門では，当該部門の企業がそれを内部化することが困難であるにもかかわらず，その
　産業構造上の必要性から，産業構造的に，あるいは公共的にリスクが引受けられる特殊なケースである。
28）　あるいは，アメリカの主張どおり，（1ト（a）企業の合理性を（1）一（b）企業のそれに合わせるかである。
29）　自動車産業の自主規制は，カルテル効果による価格上昇とともに，アメリカ自動車産業の競争力を弱
　める意味でH本企業にとっては戦略的に成功であったように思われる。
30）本稿では，ダイナミックでグローバルな産業を前提とした自国・地域産業の産業組織化プロセスの
　　「人の見える手」による最適化を「国際産業政策」とみなした。
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